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平成 28 年 11 月 25 日	

第第６６回回検検討討会会テテーーママ  

「「企企業業ののボボラランンテティィアア活活動動参参加加、、支支援援ののししくくみみづづくくりり」」にに関関すするる論論点点  

	

１．企業のボランティア活動参加とボランティア団体の交流強化 

（（１１））現現状状  

【現状認識】	

＜企業が活動する場合＞	

・東日本大震災では様々な企業からの資金的な支援やボランティア活動などが行われた。義援金

や救援物資の寄付に加えて、人材・技術・ノウハウなど、本業を活かし、現地ニーズに即した

独自の支援活動など、多様な支援活動が展開された。日本経済団体連合会（以下、経団連）企

業の取組がある（事例１、事例 13）。	

	

＜個人が活動する場合＞	

・熊本地震では、ゴールデンウィーク後のボランティアの人数不足に対し、九州経済連合会から

会員企業に向けて、従業員がボランティアに参加しやすい社内制度・環境の整備に関する協力

を依頼した（事例２）。	

・また、個人からはボランティア休暇などの企業の支援施策の充実を望む声が多いが、ボランテ

ィア休暇制度等の企業の社員への支援策は導入されつつあるものの、企業規模によっては導入

率が低く、導入されていても利用人数が少ない（事例７～９）。	

	

【課題】	

・企業はボランティア団体と連携する場合、ボランティア団体のアカウンタビリティーやガバナ

ンスが弱いと考えている（事例３)。また、経団連報告（事例 11）によると、企業側からは災

害時に、現地からの信頼できる現地パートナーを見つけることや、NPO/NGO との連携強化や中

間支援組織の強化を求める意見がある。	

・ボランティア団体等からは、企業との連携を図るためには敷居の高さを感じている（事例４、

事例 12）。	

・災害時に、中間支援団体は、企業とボランティア団体等の連携の調整役が期待される。	

	

	 	

資料３	
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（（２２））解解決決・・取取りり組組みみのの方方向向性性  

○社員のボランティア活動参加の支援策の導入、拡充 
・企業には、社員がボランティア活動に参加しやすくするため、ボランティア休暇・休職等の制

度、ボランティア活動の機会や情報の提供、金銭的な支援、社員ボランティア組織の設置など

の支援策について既に導入されているところもあり（事例６）、既存の制度の積極的な活用や

新設などに取り組むことが期待される。	

	

○企業、ボランティア団体等による、災害時のボランティア活動参加などを共有する場づくり 
・経済団体・業界団体・企業グループ等には、企業とボランティア団体等が交流、中間支援組織

の設立などにより、マッチングできる場をつくることが期待される。	

・企業および業界団体は、国、地方公共団体、ボランティア団体、研究機関等による情報共有の

機会（防災推進国民大会等）において、取組みなどを紹介することなども考えられる。	

	

○災害時の企業の取組みの周知・推奨 
・国、地方公共団体等は、先駆的な取組みや企業の特性を活かした優良事例を取りまとめ、公表

するなど、取組の拡充のインセンティブとなる方策を検討する。	

・産業界・経済界は、これまでの災害時の好事例を作成するなど、企業と連携しようとしている

ボランティア団体等に向けて自らの活動を周知することにより、ボランティア団体等との連携

の契機になると考えられる。	

・ボランティア団体は、企業との連携を図り易くなるよう、災害時の活動などを企業にわかりや

すく説明するなど、アカウンタビリティーやガバナンスを向上させることが期待される。	
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（（３３））参参考考事事例例  

 ＜事例１＞ 
	 ・１％クラブでは、会員に対しては寄付や社会貢献活動に関する情報を提供するとともに、広

く一般の方々に企業の社会貢献活動に対する理解を深めていただくための事業を行っている	

・また、企業やその社員と、市民活動団体をはじめとする NPO（民間非営利組織）を結び付け、

より有効な社会貢献活動を行うためのコーディネートも行う。	

	

出典：１％クラブパンフレット	 https://www.keidanren.or.jp/1p-club/	
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出典：１％クラブパンフレット	 https://www.keidanren.or.jp/1p-club/	
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 ＜事例２＞ 
・熊本地震において、九州経済連合は、会員企業に対して「災害ボランティア活動情報の社内周

知と参加の呼びかけ」「従業員が参加しやすい社内制度・環境の整備」の協力依頼を行った。	

	

	

	  

1 

 

 

九経連 408-16 第 03 号 

平成 28 年 5 月 18 日 
 

会 員 各 位 
 

一般社団法人 九州経済連合会 

会 長  麻 生  泰 

 

熊熊本本地地震震にに伴伴うう災災害害ボボラランンテティィアア活活動動へへののごご協協力力ののおお願願いい  

 

 熊本地震の発生以降、義援金をはじめとする様々なご協力に対し、厚く御礼申し

上げます。１日も早い災害復旧と産業復興に向けて、九州一丸となって取り組んで

参る所存ですので、引き続きご理解とご協力をお願い致します。 

さて、地震発生から１箇月が経過し、ライフラインやサプライチェーンが関係者

のご尽力により早期復旧する一方で、被災地では未だ１万人を超える方々が避難生

活を余儀なくされております。 

現在、熊本エリアの被災市町村においては、家屋片付け等のボランティアニーズ

の高まりに対して、平日を中心とした人手不足※が深刻な問題となっており、現地

災害対策本部から九州経済産業局を通じて本会に協力要請が届いており、本会職員

についても派遣を予定しております。 

※5/11 の県外ボランティアの不足数 600 人（＝必要数 1,800 人－参加者数 1,200 人） 

被災者の生活再建と日常回復は、１日も早い産業復興の基盤となります。会員各

位におかれましても、災害ボランティア活動の推進にご理解を頂き、従業員の現地

での活動参加にご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

１．災害ボランティア活動情報の社内周知（別紙参照）と参加の呼びかけ 

２．従業員が参加しやすい社内制度・環境の整備 

・ボランティア休暇の付与、活用促進 

・活動費用の補助 

・災害ボランティアバスの派遣等 

以 上 

【問合せ先】一般社団法人 九州経済連合会 総務広報部 

担当：矢野、平野 （℡092-761-4261、FAX092-724-2102） 
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 ＜事例３＞ 
・企業は、非営利組織との連携を進める上で、NPO･NGO 等にとっての今後の課題において、「社会

のニーズにあった新規事業の開発」、「社会に対するメッセージの発信力の強化」、「組織運営の

ガバナンスの強化」などをあげている。	

	

	

出典：2014 年度	社会貢献活動実績調査結果（2016 年 10 月、日本経済団体連合会、１％

クラブ）	 http://www.keidanren.or.jp/policy/2015/089.html	
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 ＜事例４＞ 
・NPO 法人を対象にした調査では、特定非営利活動事業収益の財源において、個人・企業からの

寄附金の割合は１割程度。また、寄附への取組も「特に取り組んでいない」割合が多く、企業

や行政、教育機関等の外部組織との連携を行っている割合も少ない。	

・NPO 支援センターを対象にした調査では、運営上、企業との連携が難しいと回答が 3割程度で

ある。	

	

	

	

出典：平成 27 年	特定非営利活動法人に関する実態調査、内閣府政策統括官(経済社会

システム担当)付参事官(共助社会づくり推進担当)、平成 28 年３月	

	 https://www.npo-homepage.go.jp/toukei/npojittai-chousa/2015npojittai-chousa	
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出典：2012 年度 NPO	支援センター実態調査	報告書、認定特定非営利活動法人日本	NPO	

センター、2013 年 8 月	 http://www.jnpoc.ne.jp/?p=4580	

	

・一方で、東日本大震災において被災地支援活動に取り組んだ NPO やボランティア団体を対象に

した調査では、寄付金・助成金など民間資金の割合は、2011 年度 76.3％、2012 年度 50.6％と

なっており、民間資金の割合が大きい。	

	

	

出典：東日本大震災で生じた地域福祉資源の実態および社会的企業化を促進する仕組み

に関する調査研究事業、一般社団法人パーソナルサポートセンター、平成 26 年 6 月	

	 http://www.personal-support.org/report/investigation.html	
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 ＜事例５＞ 
・東日本大震災では、義援金や救援物資の寄付に加えて、人材・技術・ノウハウなど、本業を活

かし、現地ニーズに即した独自の支援活動など、多様な支援活動が行われた。	

	
出典：東日本大震災における経済界の被災者・被災地支援活動に関する報告書（2012 年

3 月、日本経済団体連合会	 社会貢献推進委員会、1％クラブ	 	

	 https://www.keidanren.or.jp/policy/2012/011.html	
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 ＜事例６＞ 
・１％（ワンパーセント）クラブでは、企業の社会貢献活動の実績調査を行い、社会貢献活動の

実態、社員の支援策、被災地支援の取組などをとりまとめている。	

	

出典：2011 年度	社会貢献活動実績調査結果（2012 年 10 月、日本経済団体連合会、１％

（ワンパーセント）クラブ）	

	

出典：2015 年度	社会貢献活動実績調査結果（2016 年 10 月、日本経済団体連合会、１％

（ワンパーセント）クラブ）	
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参考：特別調査の実施と結果公表	

○社会貢献活動に関する事例調査の項目	

事例の公表内容(項目分類をはじめ記載内容は、基本的に各社からの回答を尊重）	

(1)会社名（回答いただいた企業名）	

実施主体がグループ企業の場合、事例文内に社名を記載していることがある	

(2)社会貢献に関する方針や社内制度	

•社会貢献のミッションや目標	

•社会貢献の指針や重点分野等	

•推進体制	

•情報開示	

•社員のボランティア活動支援策	

(3)具体的な活動事例	

•活動名	

•分野	

•形態	

•プログラムの寄付・連携先	

•活動のねらい	

•概要	

出典：2015 年度	社会貢献活動実績調査結果（2016 年 10 月、日本経済団体連合会、１％

（ワンパーセント）クラブ）	

	 	 	 https://www.keidanren.or.jp/policy/2016/092.html		
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 ＜事例７＞ 
・全国の様々な職種、世代により構成されている個人を対象としたアンケート調査では、ボラン

ティア活動が盛んになるための条件として、「ボランティア休暇など企業の支援施策」との

回答が 45%と最も多い結果となっている。	

	

	

	

	 ・調査対象:3,171 人		

	 ・調査方法:インターネットによる回答選択方式および自由記述方式		

	 ・調査期間:2011 年 5 月 19 日〜5月 30 日		

	 ・有効回答:1,983 人(62.5%)	

	

出典：ボランティア活動に関する意識・実態調査報告書、2011 年 7 月、経済広報セン

ター	 http://www.kkc.or.jp/data/release/00000067-1.pdf	
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 ＜事例８＞ 

・企業の「ボランティア休暇制度」の導入状況の調査が行われている。	

	

「ボランティア休暇制度」の導入率	

調査名 社会貢献活動実績調査 就労条件総合調査 東洋経済「CSR 調

査」 

実施主体 
日本経済団体連合会	

１％クラブ	

厚生労働省大臣官房統計情報部賃

金福祉統計課	

東洋経済新報社	

設問 
ボランティア休暇・休職、

表彰等の制度導入の割合	

特別休暇制度（ボランティア休暇制

度）の有無	

ボランティア休暇制

度の有無	

調査対象	

経団連会員企業、および

１％クラブ法人会員企業

等（計約 1,300 社）、回答

率：25％前後	

日本標準産業分類に基づく 15 大産

業に属する常用労働者が 30 人以上

の民営法人から、産業、企業規模別

に一定の方法により抽出した法人

（調査対象数：約 6,000 社、有効回

答率：約 70％）	

全上場企業、主要未

上場企業約 3600 社

（回答結果に東洋経

済新報社保有データ

を基に追加調査を行

った約 150 社の結果

を追加）、有効回答率

約 30％	

	

 全体	 全体	 従業員 1,000 人以上	

の企業	

全体	

平成 27 年 −	 −	 −	 38.2	

平成 26 年 83	 −	 −	 37.8	

平成 25 年 −	 2.8	 23.0	 36.8	

平成 24 年 −	 2.5	 23.4	 34.5	

平成 23 年 76	 −	 −	 30.8	

 −	 −	 −	

	

平成 21 年 −	 −	 −	

平成 20 年 66	 −	 −	

平成 19 年 −	 2.8	 17.7	

平成 18 年 −	 −	 −	

平成 17 年 72	 2.6	 23.7	

平成 16 年 −	 2.2	 19.3	

平成 15 年 −	 2.4	 17.2	

平成 14 年 68	 2.1	 17.4	

	 調査結果の単位：％、調査未実施は、−	 	
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 ＜事例９＞ 
・ボランティア休暇制度があると回答した企業における	2012 年度の利用人数を見ると、「0 人」

が 56.2％と半数を超えている（「CSR	企業総覧	2014（東洋経済新報社）」調査結果）	

	

	

	 調査対象：全上場企業・主要上場企業 3,606 社（上記回答企業 1,063 社に、東洋経済

新報社が保有する 147 社のデータを追加）。有効回答 1,210 社	(上場 1,157 社、未上

場 53 社)	

	

出典：平成 26 年スポーツにおけるボランティア活動活性化のための調査研究報告書、

(6)	企業のボランティア休暇制度に関する調査、文部科学省	スポーツ・青少年局ス

ポーツ振興課	

http://www.ssf.or.jp/Portals/0/resources/research/report/pdf/2014_report_22_3

_6.pdf	
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 ＜事例１０＞ 
・熊本地震では、企業が金銭や現物寄付に加え、ボランティアや産品利用に取り組んでいる。	

	

参考：経団連会員企業、1%(ワンパーセント)クラブ法人会員など合計	1,363	社のうち、

回答した 358	社の 9割、326 社が復旧・復興の取り組みを行っている。	

	

出典：2015 年度	社会貢献活動実績調査結果（2016 年 10 月、日本経済団体連合会、１％

（ワンパーセント）クラブ）	

	 	 	 https://www.keidanren.or.jp/policy/2016/092.html		
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 ＜事例１１＞ 
・東日本大震災における企業の被災地支援について、以下のような課題や成果が指摘されている

（報告書より一部抜粋）	

○ボランティアの派遣に係る諸課題	

・企業・グループが自らボランティアプログラムを企画・実施するケースが目立っ

た。経団連支援アンケート結果で把握しただけでも 170 社にのぼる。その際、現地

の状況・ニーズが刻々と変化するなかで、信頼できる現地パートナーを見つけるこ

とが課題である。	

	

○被災地域ごとに変化するニーズへの対応と自治体や NPO/NGO との連携	

・企業が今後息の長い支援を継続していくためにも、NPO/NGO と地方自治体などが連携

して、現地の支援ニーズに係る情報を的確に発信し、企業との間で情報共有できる

仕組み作りや NPO/NGO における活動内容の強化が必要である。	

	

○大規模自然災害に備えた今後の課題	

・今後、さらに検討を深めていく必要がある課題として以下が挙げられる。	

1	 緊急支援や中長期的支援に係るニーズを適切かつタイムリーに収集・提供する

機能の充実	

2	 救援物資をはじめとした各種の支援ニーズを効率的にマッチングする仕組みの

構築	

3	NPO/NGO 中間支援組織の機能強化	

4	企業・団体間における被災者・被災地支援活動に係る連携促進策	

8	災害支援の実施に伴い、NPO/NGO の通常活動への寄付など、平時における社会貢

献活動が極端に低下しないような配慮	

	

出典：東日本大震災における経済界の被災者・被災地支援活動に関する報告書（2012 年

３月、日本経済団体連合会、社会貢献推進委員会、１％（ワンパーセント）クラブよ

り	

	 https://www.keidanren.or.jp/policy/2012/011.html	
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 ＜事例１２＞ 
・国際協力 NGO センター（JANIC）は、	国際協力ＮＧＯと企業の協働のあり方を調査した。	

	

・2011 年７月末から９月にかけて、JANIC 会員団体と（155 団体中 24 団体から回答、

回答率 15％）企業（142 社中 21 社から回答、回答率 14％）	

	

・企業とＮＧＯの協働について JANIC が調整を担うべきかどうかという質問を行った

ところ、ＮＧＯ側は 71％に当たる 17 団体が JANIC による調整を望んでおり、25％に

当たる 6団体は「どちらとも言えない」という回答であった。これに対して、企業側

は 43％に当たる 9社のみが JANIC による調整を望んでおり、「どちらとも言えない」

が 38％に当たる 8 社で、「期待していない」が 9％に当たる 2 社であった。つまり、

全体としてＮＧＯ側は調整やマッチングについて JANIC に期待している団体が 7 割

ほどあったのに対し、企業側は約半数が期待していないという結果であった。	

・今後の新しい方向性に関しては、企業側としては自らの本業分野を生かした協力を指

向したい方向性が見えるものの、ＮＧＯ側としては新たな協働関係についてはまだ様

子見という状況だと考えられる。また、企業とＮＧＯの連携における調整については、

企業側はあまり重視していないが、ＮＧＯ側は調整の必要性を感じている度合いが高

い。	

	

出典：東日本大震災と国際協力 NGO	 —国内での新たな可能性と課題、そして提言−、特

定非営利活動法人	国際協力 NGO センター（JANIC）、2012 年 3 月	

	

	

	

 ＜事例１３＞ 
・１％（ワンパーセント）クラブでは、災害ボランティア活動支援プロジェクト会議（支援Ｐ）、

東日本大震災支援全国ネットワーク（ＪＣＮ）との共催で、企業の被災地支援担当者による現

地視察を実施している。	

	

出典：Action(活動)	 週刊	経団連タイムス	 2016 年 1 月 7 日	No.3253	

	 https://www.keidanren.or.jp/journal/times/2016/0107_10.html?v=s	

	

	

	


